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令 和 ８ 年 熊 本 地 震 に よ る 災 害 に 係 る 
文部科学省所管公立学校施設災害復旧費調査要領等の 
取扱いについて（通知） 

 

 

 

 このことについて、「文部科学省所管公立学校施設災害復旧費調査要領」（昭和５９

年９月７日付け文教施第７２号文部省教育助成局長裁定）及び「学校施設災害復旧費国

庫負担（補助）事業の事務手続きについて」（平成１８年７月１３日付文科施第１９３

号改正）による事務手続の取扱いを令和８年熊本地震による災害に限り、別紙のとおり

取扱うこととしたので、通知します。 
 なお、事務処理に遺漏のないよう、域内の市町村教育委員会に対して御周知願います。 
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 別 紙  

 

令和８年熊本地震による災害に係る文部科学省所管公立学校施設災害復旧費 

調査要領等の取扱いについて 

 

 

第１ 趣旨 

  令和８年熊本地震に係る文部科学省所管公立学校施設災害復旧費調査要領（昭和５

９年９月７日付け文教施第７２号文部省教育助成局長裁定。以下「調査要領」という。） 

及び学校施設災害復旧費国庫負担（補助）事業の事務手続きについて（平成１８年７

月１３日付文科施第１９３号改正。以下「事務手続」という。）の取扱いについては、

以下によるものとする。 

  なお、対象地域は山口県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎

県及び鹿児島県とし、以下に定めのないものについては、「調査要領」及び「事務手

続」による。 

 

第２ 「調査要領」の取扱 

１. 現地調査の取扱 

円滑な学校教育活動を行うため、緊急かつ迅速に復旧しなければならない部分

のあるもの等、申請を分割せざるを得ない特別な事情のあるものについては、

原則３回に分けて申請ができるものとする。 

 

２. 第７「建物の被害区分」の取扱いについては、別添１「地震災害における建物 

の被害区分判定要領」、あるいは建築構造専門家の鑑定によることができるも

のとする。 

 

３．第９第１項「調査の方法」の取扱いについて、現地の被災状況に鑑み、現地調査

時に想定していなかった不測の事態が生じた場合は、下記によることができる

ものとする。 

 （１）やむを得ず事業内容を変更する場合は、文部科学省と協議するものとする。

ただし、当初決定した復旧工事費に対する増減率が３０％を超える場合につい

ては、事前に関係財務局等へ報告を行い、説明を求められた時は、変更内容等の

説明を行うものとする。 

 

４．第９第３項「単価」（１）の新築復旧単価の取扱いについて、現地調査を行う年  

 度の「公立学校施設災害復旧事業に用いる新築単価（基本単価）について」（令 

和８年度の場合：（令和８年６月２５日付け８施参事第１５号））による。 

     なお、大学及び短期大学の新築単価（基本単価）は、高等学校（基本単価）を  

準用することとする。 

 



 

５．第９第３項「単価」（２）の取扱いについて、現地の被災状況に鑑み、これによ   

り難い場合は、下記によることができるものとする。 

 

（１）建物補修復旧及び土地復旧の実施設計 

 建物補修復旧（大規模など）及び土地復旧（法面崩落など）において、現地   

の被災状況を踏まえ、実施設計を外部に委託せざるを得ない場合には、実施設  

計（設計に係る調査を含む）に要する経費について、現地適正価格によること  

ができる。 

 なお、この経費は復旧工事費に含めるものとする。 

（２）建物新築・補修復旧及び土地復旧の工事監理 

  建物新築・補修復旧（大規模など）及び土地復旧（法面崩落など）において、  

現地の被災状況を踏まえ、工事監理を外部に委託せざるを得ない場合には、工 

事監理に要する経費について、現地適正価格によることができる。 

なお、この経費は復旧工事費に含めるものとする。 

 

６．第９第４項「歩掛り」の取扱いについて、現地の被災状況に鑑み、これにより

難い場合は、現地適正単価によることができるものとする。 

 

７．第 10 第３項「応急仮設校舎等」の取扱いについて、校舎等の新築復旧工事又 

は補修復旧工事（構造体の補強等による大規模なものに限る。）完了まで長期間

を要する見込の場合、当該期間中の教室の不足等による授業の中断又は二部授業

を避けるための仮教室、仮間仕切、仮便所、仮職員室、仮体育・集会室（体育の

授業及び全体集会等を行う部屋をいう。以下同じ。）、仮調理関係諸室及び仮教

育研修宿泊関係諸室等の工事等を調査の対象とする。 

 

（１）仮教室 

   必要最小限度の室数 

（２）仮職員室等管理関係室 

    必要最小限度の室数 

（３）仮便所 

    男女別に最小限度の広さ 

（４）仮間仕切壁 

    前記（１）は（２）の用途に供するための残存建物内への仮間仕切壁 

（５）仮体育・集会室 

    必要最小限度の面積 

（６）仮調理関係諸室 

    必要最小限度の面積 

（７）仮教育研修宿泊関係諸室 

    必要最小限度の面積 

 



 

８．上記７の具体的な取扱いについて 

① 応急仮設校舎等の取扱いについて、やむを得ない事情による学校敷地外 

における仮教室、仮間仕切、仮便所、仮職員室等の工事等を調査の対象とする。 

② やむを得ない事情により、廃校となった学校施設や空き教室等を応急仮設校

舎として使用する場合には、必要な臨時的な改修（附帯工事を含む）工事を

調査の対象とする。その際に、要領第 10 第３項⑷の「残存」は「既存」と読

み替えるものとする。 

③ 仮職員室等管理関係室の取扱いについて、応急仮設校舎の建設予定地周辺の

借家及び交通事情等を勘案して、やむを得ない場合には、必要に応じて「応

援教員等の仮宿泊室」を加算できるものとする。 

④ 仮体育・集会室については、学校施設が被災して、その本格復旧に相当程度

期間を要し、被災した複数の学校の児童生徒等を収容するような代替施設が

近隣に確保できず，教育上支障がある場合に調査の対象とする。 

⑤ 仮調理関係諸室については，学校単独調理場又は学校共同調理場が被災して、

その本格復旧に相当程度期間を要し、かつ、代替手段による学校給食の提供

が物理的に困難な場合に調査の対象とする。 

⑥ 仮教育研修宿泊関係諸室については，教育研修宿泊関係諸室が被災して、そ

の本格復旧に相当程度期間を要し、かつ、代替施設が近隣に確保できず、教

育上支障がある場合に調査の対象とする。 

⑦ 下水道施設に甚大な被害が生じて、その本格復旧に相当程度期間を要し、代

替手段による学校給食の提供が物理的に困難となる場合や教育上支障がある

場合に、排水機能を確保するため、必要最小限の浄化槽を一時的に設置する

工事等を調査の対象とする。 

 

(注１） 

 上記①から⑦については、地方自治法第 244 条の３において、「普通地方公共

団体は、その区域外においても、また、関係普通公共団体との協議により、公の

施設を設けることができる」とされており、その区域内に教育上適当な校地が得

られない等やむを得ない事由がある場合においては、これを区域外に設けること

ができる。この場合においては，地方自治法第 244 条の３に規定する関係地方公

共団体との協議を行うこととなる。 

 ただし、当該公の施設がその設けられる市町村の住民との間に使用関係を生じ

ない場合は協議の必要がないとされている。 

  (注２） 

 「文部科学省所管公立学校災害復旧事業の調査の取扱いについて」（平成８年

９月 13 日付け８教施第 20 の２号）の別添１. ５による「応急仮設校舎調査対象

面積算出表」は別添２によるものとする。 

 

 

第３「事務手続」の「第２ 災害復旧事業（降灰除去事業を除く）」の取扱 



 

 

「国庫負担（補助）事業計画書」について、下記によることができるものとする。 

（１）国庫負担（補助）対象工事費積算内訳書（建物補修・建物以外の工作物・土  

地・設備）の作成にあっては、別添３「数量算出基準」に基づいて行う。ただし、

諸経費については、「文部科学省所管公立学校施設災害復旧費調査要領」の別表

による諸経費率によるものとする。 

（２）「復旧図」については、現地の被災状況等を踏まえ、下記によることができる。 

① 建物補修 

公立学校施設台帳の平面図等に数量・工法等を記入し、代表的な断面図・立

面図を添付することで、詳細図等については省略する。 

② 建物以外の工作物 

公立学校施設台帳の配置図等に数量・工法等を記入し、代表的な断面図・立

面図を添付することで、詳細図等については省略する。 

③ 土地 

公立学校施設台帳の配置図等に数量・工法等を記入し、代表的な断面図（横

断図）を添付することで、断面詳細図等の添付を省略する。 

④ 設備 

図面の添付は省略する。 

 

（３）「被害写真」については、現地の被災状況等を踏まえ、下記により必要最小限   

とすることができる。 

① 現地調査（机上調査でないもの）を実施するものについては、被害の概略が確

認できる写真を添付する。 

② 机上調査を実施するものは、以下の内容で被害状況写真を添付する。 

・建物（新築復旧） 

被害の主な箇所が確認できる写真を添付する。 

・建物補修復旧、建物以外の工作物復旧 

国庫負担（補助）対象工事費積算内訳書に記載されている被害が確認でき

る写真を添付する（例えば、被害の状況が確認できる各教室等の全景写真）。 

・土地 

国庫負担（補助）対象工事費積算内訳書に記載されている被害が確認できる 

写真を添付する（例えば、被害の状況が確認できる全景写真）。 

・設備 

備品台帳と突き合わせをして被害の確認ができる写真を添付する。ただし、 

備品台帳又は公有財産台帳に登載されていないものであっても、被災直近に 

取得した備品で、購入伝票、領収書等の証拠書類により当該学校の所有で 

あることが明らかな場合に限り調査の対象とすることができる。 

 

（４）「災害の証明資料」については、震度等が確認できる気象庁ウェブサイトの 

   データ等も活用することができるものとする。 



別添１ 

地震災害における建物の被害区分判定要領 

 
１．鉄筋コンクリート造及び鉄骨造の建物 

（１） 「文部科学省所管公立学校施設災害復旧費調査要領」（以下、「調査要

領」という。）の第７にある全壊・半壊の判断は、別添１-１（鉄筋コンクリート

造及び鉄骨造建物の全半壊について）によるほか、（財）日本建築防災協

会の「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」（以下、

「被災度区分判定基準等」という。）のⅡ編「鉄筋および鉄骨鉄筋コンクリー

ト造建築物」又はⅢ編「鉄骨造建築物」（屋内運動場等の大規模建築物は

別添１-５）によることができる。 

 

（２） 構造の補修・補強の検討において、構造復旧コスト又は建物復旧コストが

基準額以上になる場合（別添１-２）には、調査要領第７の半壊とみなす。 

鉄筋コンクリート造又は鉄骨造建物の復旧方法判別フローをそれぞれ別

添１-３、１-４に参考として示す。 

 

２．木造の建物 

 調査要領の第７にある全壊・半壊の判断は、被災度区分判定基準等のⅣ編「木

造建築物」によることができる。 

 

３．建物の被災区分判定の単位 

 全壊・半壊の判断、構造の補修・補強の検討においては、建物を構造的に一体と

なっている部分毎に行う。 

  



別添１-１ 

鉄筋コンクリート造及び鉄骨造建物の全半壊について 
 

１．全壊 

 全壊については、下記のいずれかの状態にあるもの。 

１）構造上主要な柱、耐力壁が崩壊して、その部分の窓等の開口部が高さの半

分以上塞がっている。 

２）構造上主要な柱、耐力壁、梁が著しく崩壊していて、建物内に入ることが危険

である。 

 

２．半壊 

 半壊については、下記のいずれかの状態にあるもの。 

  （１）鉄筋コンクリート造の建物 

１）基礎の最大沈下量が、１．０ｍ以上（杭基礎の場合は０．２ｍ以上） 

２）基礎の不同沈下による傾斜角が６／１００以上（杭基礎の場合は３／１０

０以上） 

 被害が最も大きい階について、 

   ３）損傷度Ⅴの柱、耐力壁が調査可能部材の３５％以上 

 

  なお、部材の調査は、できるだけ全数行う。 

 

  また、損傷度Ⅴの判断は、下表による。 

 

区  分 損傷内容 

柱の水平変形角                 １／１００以上  

柱の軸方向変形（歪度）         ０．５／１００以上  

耐力壁の水平変形角           ０．５／１００以上  

 

      （注）ⅰ）表の値を下回る（半分程度まで）場合でも、大きなひび割れ（幅５ｍ

ｍ程度以上）が生じている場合には損傷度Ⅴとしてよい。 

         ⅱ）水平変形角、軸方向変形（歪度）を算定する時の柱、耐力壁の高さ

は、床面から梁下までの内法寸法とする。ただし、柱、耐力壁と構

造的に一体の腰壁、垂れ壁がある場合には、腰壁の上端、垂れ壁

の下端からの寸法とする。 

 

（２）鉄骨造の建物 

１）基礎の最大沈下量が、１．０ｍ以上（杭基礎の場合０．２ｍ以上） 

２）基礎の不同沈下による傾斜角が１／２０以上（杭基礎の場合は１／４０以上） 

３）柱の傾斜角が１／２０以上 

 

  



別添１-２ 

構造及び建物の復旧コストと基準額 
 

１．構造の復旧コストと基準額 

（１）基礎構造復旧コストと上部構造復旧コスト 

ⅰ）基礎構造復旧コストは、基礎の沈下に対する復旧計画に基づく復旧工

事費（この復旧のための仮設等を含む。）であり、積上げにより概算額を

算出する。 

ⅱ）上部構造復旧コストは、上部構造の補修・補強計画に基づく構造体の

復旧工事費（この復旧のための仮設、仕上げ材撤去を含む。）であり、積

上げにより概算額を算出する。 

ⅲ）基礎沈下に対する復旧と上部構造に対する復旧の両方が必要な場合

には、基礎構造復旧コストと上部構造復旧コストを合算し、下記（２）の基

準額と比較して判断する。 

 

（２）基準額 

 各構造復旧コストに対する基準額は、新築工事費の１／２（構造分）に減価償却

による低減（低減率β）を行った額とし、下式によって算出する。 

 

基準額＝建物延べ面積 × 新築工事単価 × １／２ × β 

 

ここで、鉄筋コンクリート造の場合、β＝１－０．７×経過年数／４７≧０．３ 

    鉄骨造の場合       β＝１－０．７×経過年数／３４≧０．３ 

 

２．建物の復旧コストと基準額 

（１）建物復旧コスト 

 建物復旧コストは、建物の復旧に必要な全ての工事費であり、復旧計画に基づ

いて積上げにより概算額を算出する。 

 

（２）基準額 

 建物復旧コストに対する基準額は、新築工事費の１／２（仕上げ、設備分）に上

記１．（２）の基準額（構造分）を加算した額とし、下記によって算出する。 

 

基準額＝建物延べ面積 × 新築工事単価 × １／２ × （１+β） 

ここで、βは上記１．（２）に同じ 

 

 



１）構造被災とは，基礎構造の沈下や傾斜，上部構造の損傷を言う。
２）被災度区分判定基準等（Ⅱ編 鉄筋及び鉄骨鉄筋コンクリート造建築物）の被災度区分判定調査表により，軽微，小破，
中破，大破，倒壊に区分する。なお，調査要項第７にある「大破」は被災度区分判定基準における定義とは異なる点に留
意されたい。

また、被災度区分を省略して基礎構造・上部構造の復旧計画に進むことができる。
３）新築復旧とすべき構造的特殊事情がある場合のみ半壊とする。
４）補修・補強復旧が妥当であると判断される場合。

５）復旧計画は，既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準等を準用して実施する。なお、構造体の耐震性能が被災
によって低下した場合には、現行の耐震規定で要求される耐震性能と同等以上まで補強することができる。
６），７）それぞれ別紙②の１，２による。なお，Ｎｏになることが明らかな場合には，コストの算出を省略することができる。
※技術的判断(補修、補強の可否）に基づいて慎重に検討する必要があり、補修・補強復旧が不適当な場合に半壊とする。

構造被災の有無

スタート

基礎構造の復旧計画 上部構造の復旧計画

建物の復旧計画（構造の補修・補強を含む）

災害復旧事業計画書の作成・提出

全壊・半壊

新築復旧費の算出

被 災 度 の 区 分

軽微・小破 中破 大破 倒壊

鉄筋コンクリート造建物の復旧方法判別フロー

基礎構造復旧コスト＋上部構造復旧コス
ト≧基準額

無

有

１）

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

５）
復旧不適当※

６）

７）

復旧不適当※

２）

別紙①の全壊・半壊か

基礎構造の沈下・傾斜 上部構造の損傷

建物復旧コスト≧基準額

補修・補強復旧費の算出

３）

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

４）

別添１- ３



１）構造等被災とは，構造骨組の傾斜や損傷、非構造部材・仕上げの損傷を言う。
２）被災度区分判定基準等（Ⅲ編 鉄骨造建築物）の被災度区分判定調査表により，軽微，小破，中破，大破，倒壊に区分す
る。なお、調査要領第７にある「大破」は被災度区分判定基準における定義とは異なる点に留意されたい。

また、被災度区分を省略して基礎構造・上部構造の復旧計画に進むことができる。
３）補修・補強復旧が妥当であると判断される場合。

４）復旧計画は、屋内運動場等の耐震性能診断基準、既存鉄骨造建築物の耐震診断及び耐震改修指針等を準用して実施
する。なお、構造体の耐震性能が被災によって低下した場合には、現行の耐震規定で要求される耐震性能と同等以上まで
補強することができる。
５），６）それぞれ別紙②の１，２による。なお，Ｎｏになることが明らかな場合には，コストの算出を省略することができる。
※技術的判断（補修・補強の可否）に基づいて慎重に検討する必要があり、補修・補強復旧が不適当な場合に半壊とする。

構造等被災の有無

スタート

基礎構造の復旧計画 上部構造の復旧計画

建物の復旧計画（構造の補修・補強を含む）

災害復旧事業計画書の作成・提出

全壊・半壊

新築復旧費の算出

鉄骨造建物の復旧方法判別フロー

基礎構造復旧コスト＋上部構造復旧コスト≧基準額

無

有

１）

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

４）
復旧不適当※

５）

Ｎｏ

復旧不適当※

２）

別紙①の全壊・半壊か

被 災 度 の 区 分

構造骨組の傾斜・損傷 非構造部材・仕上げの損傷

軽微・小破・中破 倒 壊

建物復旧コスト≧基準額

補修・補強復旧費の算出

６）
Ｙｅｓ

Ｎｏ

３）

大 破

別紙４別添１- ４



別添１-５ 

震災屋内運動場等の被災度判定基準及び復旧技術指針（鉄骨造） 
 

 地震災害を受けた屋内運動場等の大規模鉄骨造建築物に関する被災度の判定

及び復旧の検討については、（財）日本建築防災協会の「震災建築物の被災度区

分判定基準等および復旧技術指針」のⅢ編「鉄骨造建築物」を準用して行う。 

 この場合、残余耐震性能及び復旧後耐震性能の算定は、文部科学省の「屋内運

動場等の耐震性能診断基準」による。 

  



応急仮設校舎調査対象面積算出表

１．仮教室

普通教室

区 分 適 要

被災時の実学級数 ア

残存普通教室数 イ

残存校舎内の転用可能教室 ウ
数

被災教室数 エ

限度教室数 オ ア－（イ＋ウ），エ
のいずれか小

限度面積 カ オ×８３㎡

建設面積 キ

対象面積 ク カ，キのいずれか小

普通教室以外の教室

区 分 摘 要

被災教室数 ケ

残存校舎内の転用可能教室数 コ

限度教室数 サ ケ－コ

限度面積 シ サ×８３㎡

建設面積（特に必要と認めら ス
れるもの）

対象面積 セ シ，スのいずれか小

yusato
タイプライターテキスト
別添２



２．管理関係室

区 分 適 要

被災面積 ソ

残存校舎内の転用可能面積 タ

限度面積 チ ソ－タ

応援教員等の仮宿泊室の面積 ツ 教職員数×２０㎡

建設面積（必要最小限度） テ

対象面積 ト チ＋ツ，テのいずれ
か小

３．仮便所

区 分 適 要

被災面積（便器数） ナ

建設面積（便器数） ニ
（必要最少限度）

対象面積 ヌ ナ，ニのいずれか小

４．仮体育・集会室

区 分 適 要

体育・集会室の面積(※１) ネ 器具庫・倉庫を含む

建設面積（必要最小限度） ノ

対象面積 ハ ネ，ノのいずれか小

※１：体育・集会室の面積は，必要な競技内容に基づき算定した面積とする。

５．仮調理関係諸室

区 分 適 要

調理関係諸室の面積(※２) ヒ 学校給食用

建設面積（必要最小限度） フ

対象面積 ヘ ヒ，フのいずれか小

※２：調理関係諸室の面積は，必要な調理内容等に基づき算定した面積とする。



６．仮教育研修宿泊関係諸室

区 分 適 要

生徒等の仮教育研修宿泊関係 ホ
諸室等の面積

建設面積（必要最小限度） マ

対象面積 ミ ホ，マのいずれか小

７．その他共有面積

区 分 適 要

仮教室等の面積 ム ク＋セ＋ト＋ヌ＋
ハ＋ヘ(※３)

限度共有面積 メ ム×０.４４(※４)

建設面積 モ

対象面積 ヤ メ，モのいずれか小

※３：仮体育・集会室，仮調理関係諸室が独立棟の場合は，ハ、ヘの各面積を減じた面積とする。
※４：仮体育・集会室，仮調理関係諸室が独立棟の場合は，玄関や廊下等の共有面積を加算することが

できる。

８．合計

区 分 適 要

対象面積の合計 ユ ク＋セ＋ト＋ヌ＋ハ
＋ヘ＋ミ＋ヤ






